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今般の東北地方太平洋沖地震にあたり、貴会会員各社におかれては、懸命の

対応に当たっておられることと思います。皆様のご尽力に敬意を表します。 

さて、皆様におかれては、今般の震災に関連し、電力会社の計画停電情報や

消費電力情報など、業務の特別な事情その他の関連情報について、ホームペー

ジを通じ積極的に提供いただいているところかと思います。その際、PDF等自動

処理のしにくいデータ形式でのみ情報提供がなされている例が多く見られます。 

被災地においては携帯電話によるホームページ閲覧しかできないなど、ホー

ムページを閲覧する通信環境が非常に制限されている状況が想定されます。一

般的な携帯電話では PDF データを直接閲覧することはできません。その場合で

も、データが直接 html で記述されていたり、csv 等比較的自動処理が容易な形

式でデータが供給されていれば、インターネット上の様々なコンテンツやアプ

リケーションの制作者の方々に携帯電話でも閲覧できるようなアプリケーショ

ンの開発や、より使いやすい web ページの構築などを促すことができます。ま

た、これによって、被災地はもとより、直接の被災地以外の地域においても、

提供情報の利用を促進することが期待できます。 

つきましては、円滑な情報提供を図る観点から、ホームページにおいて情報

提供を行う場合には、極力 PDF等自動処理がしにくいデータ形式のみによらず、

html や csv 等の自動処理に適したデータ形式を併用したり、別途オープンな情

報提供 API を整備するなど、データを提供する方法について、ご無理のない範

囲で、特段のご配慮をいただけますよう、貴会会員各社にご周知方お願い申し

上げます。 
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